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研究要旨：近年,わが国は本格的な少産･少子化を迎え母子保健の重要性

が問われる時期にきているといえよう。母子保健やﾘﾌﾟﾛﾀﾞｸﾃｨﾌﾞﾍﾙｽの観
点から地域母子保健の主な担い手である開業助産婦の活動の実態や、施

設で働く助産婦のｹｱ行動を調査し、妊産婦へのｹｱの質やニーズを明らか

にした。また、わが国の助産婦のあり方を考える上で先進諸国の海外の
助産婦の活動や教育の動向を知り、これからの助産婦のあり方を検討し、

助産婦のマンパワー計画,助産婦の効率的活用ついて検討を行った。

分担研究者

岡本喜代子（日本助産婦会） る。そこで、本研究では以下の３研究課
平澤美恵子（日本赤十字看護大学） 題を設定した。

加藤 尚美（杏林大学保健学部） 1)地域母子保健活動の主な担い手である

開業助産婦活動の実態を調査し、その
Ａ研究目的 機能・問題点・課題を明らかにし、マン

近年、我が国は本格的な少産･少子社 パワーの活用について検討する。
会を迎え、どの子どもも貴重児であり、 2)病院施設助産婦が行う妊産婦へのケア

母子保健の領域においても、特に周産期 の質を明らかにする。

の管理を中心に安全性が最優先課題とな 3)海外の助産婦活動の動向を知り、わが
っている。子産み,子育ての環境は、核 国におけるこれからの助産婦のあるべき

家族化、都市化、女性の社会進出等によ 方向性について検討する。
り大きく変化し、マタニティブルー,乳 以上から、今後の助産婦のマンパワー計画

幼児虐待,子どもの暴力の増加等が問題 助産婦の効率的活用について提言する事を

化してきている。また、わが国の母子保 目的とした。
健水準は世界でも高水準を保っているが、

妊産婦死亡や十代の人工妊娠中絶等につ Ｂ．研究方法

いての問題が残されている。また、ハイ 1)開業助産婦の実態とその機能･問題点に
リスク母子、思春期の問題、不妊、婦人 ついては、(社)日本助産婦会会員で助産

科疾患、更年期のトラブルで悩む女性も 所部会会員と保健指導部会会員の2,265名
増加している。母子を取り巻くこのよう を対象に郵送によるアンケート調査を行っ

な情勢の中で母子保健活動の担い手とし た。調査期間は平成10年10月25日から11月

ての助産婦に求められるサービスは、女 23日までの30日間とした。調査内容は助産
性の一生を通して住民の最も近いところ 所内及び助産所外の業務内容および件数、

での支援が求められている。また、専門 電話相談内容,件数等である( : )分 担 研 究 者 岡 本 喜 代 子
性に基づいた質の高いケアが要求される 2)病院施設助産婦の看護行動のﾀｲﾑｽﾃﾞｨを

ようになってきている現状である。 行い実際の看護量と質の検討を行った。調

昭和30年には約55,000人いた助産婦は 査期間は、平成10年11月12日の日勤帯から
現在約24,000人にまで減少し、マンパワ 14日の深夜帯までの48時間で、41～45名の

ーとしては十分とはいえない状況である。 入院対象者（妊婦、褥婦、新生児、家族）

24,000人の約8割は病院･診療所等の施設 に対して、越河六郎氏案の看護業務分類基
の勤務助産婦であり、地域における開業 準に即してタイムスタデｲを30秒スナップ

助産婦は約2,500人と少数である。今後、 で行った。 ( : )分 担 研 究 者 平 澤 美 恵 子
助産婦のマンパワーの量,質や働く場のあ 3)先進国の助産婦の業務及び教育の実態に

り方を早急に検討する必要があると考え ついて米国,英国の視察およびそこで働く



助産婦からの聞き取り調査及び文献調査、 用されている。

国際会議に出向き聞き取り調査を行った。 経済の側面からも助産婦の活動は安全で、

( : ) ｺｽﾄ･ｴﾌｪｸﾃｨﾌﾞがあることが評価された。分 担 研 究 者 加藤 尚 美
Ｃ．研究結果と考察 米国の助産婦達はこのような中で教育や

１）アンケート回収率は62％であり、その 社会的な役割を思考錯誤しながら変革し続
有効回答率は40､5%であった。地域で活動 けてきた。1963年の助産婦数は275人から

する助産婦の活動の実態として①市町村委 1997年には6,953人と増加し臨床業務や教育

託業務に地域で活動する助産婦の8割以上が に従事している。助産婦の68％は修士の学
従事しており市町村の母子保健事業全般に 位を有し、4％の助産婦は博士の学位を取

大きく貢献していた。②有床開業者は助産 得している。1998年から、47州で薬剤の処
所以外において、健診,相談,分娩、学級活 方権が認められている。1998年助産婦教育

動など多岐にわたって1日17時間と長時間 機関は50校でその内45校が修士課程に位

活動をしていた。③無床開業助産婦は乳房 置していたが1996年6月からすべて修士課
ケア,相談業務を主として女性の全ライフ 程に移行したため学士以上が入学の基準と

サイクルに関連した相談に丁寧に対応して なっている。また,新しい助産婦教育課程

いた。④電話相談は、1件当たり約10分の相 としてﾀﾞｲﾚｸﾄ･ｴﾝﾄﾘｰがあり、1998年には修
談が昼夜問わずあり、電話番号を公開して 士課程として位置付けられた。このことは

いない助産婦（無床開業、未開業）にまで 医療経済面の側面から助産婦のケアは安全
面識のない者からも電話があり応答してい で経済効果があることが明らかになったこ

る。⑤地域で活動している助産婦の業務は とや、女性(消費者）からも助産婦のケア

が評価されたこともあって、ﾆｭｰﾖｰｸ州では
無料で活動している電話相談等の福祉的な 助産婦教育に補助金を出すことになり、ﾀﾞ

業務が多いことが解った。このような結果 ｲﾚｸﾄ･ｴﾝﾄﾘｰが実現している。
から開業助産婦は市町村の母子保健事業に

大きく貢献している。また、電話相談等福 Ｄ．結 論

祉的業務に多くの時間を割き長時間の労働 １．開業助産婦は市町村委託事業をはじめ
をしており、今後も昼夜を問わない電話相 電話相談等活動の実態が明らかになった

談へのニーズは高いと思われることから、 ２．病院で働く助産婦の看護行動から褥婦の
24時間体制の公的電話相談窓口の設置が望 ｹｱの必要性が明確になった。

まれる。 ３．助産婦の教育,卒後の継続教育,活動の

２）業務分類21項目中多い順から①身の回 方法、免許更新等の検討が必要である。
りの世話(23.0%)②書類の記録･点検(16.1%)

③報告･連絡･情報収集(14.7%)④観察･巡視

(7.5%)⑤私用･他(7.89%)⑥ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ･指導
(6.2%)であった。身の回りの世話は日勤･準

夜･深夜帯共に多く褥婦は24時間通してケア
を必要としている事が明らかになった。産

褥経過毎には、産褥日齢が進んでも個別的

に保健指導など助産婦のケアを必要として
いる。24時間にわたり身の回りの世話を必

要とする内容には、正常経過を辿る褥婦の
ケアの他に、乳房のトラブル、妊娠中毒症

後遺症のケア、未熟児出産の母親へのケア

など、対象の個人的なニーズの量が高い人
への関わりが多く、褥婦は個別性に基づい

たケアを必要としていることが明確化した。

３）先進諸外国における助産婦活動及び助
産婦教育についての調査から、アメリカの

助産婦は女性からの支持を受け、また医療
変化と共に、専門職として位置付けられ活




